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日韓ＦＴＡ共同研究会報告書の公表について

平成１５年１０月２日

外 務 省
財 務 省
農林水産省
経済産業省

１．これまでの経緯
（１）１０月２日、日韓ＦＴＡの便益や潜在的対象分野等について検討を行って

きた日韓ＦＴＡ共同研究会は、報告書をとりまとめた。
（２）この研究会は、昨年３月の日韓首脳会談における合意を受けて設置された

もので、両国の産学官の委員の参加を得て、昨年７月以来８回の会合を開催
し、今般、本報告書のとりまとめに至ったものである。

（３）なお、本年６月のノ・ムヒョン韓国大統領の訪日の際に発出された日韓首
脳共同声明において、日韓ＦＴＡ共同研究会が有意義な成果を挙げるよう期
待し、日韓両国は、これを踏まえ、早期にＦＴＡ締結交渉を開始するよう努
力する旨言及されている。

２．報告書の主な内容
日韓ＦＴＡの便益、幅広い潜在的対象分野につき検討した上で以下の結論及

び提言を導き出している。
（１）結論

日韓ＦＴＡは、日韓双方にとって有益であり、日韓パートナーシップの象徴
たり得る。
日韓ＦＴＡは、包括性（関税・非関税措置、幅広い分野における自由化・円
滑化及び協力 、実質的自由化、相互利益の拡大、ＷＴＯルールとの整合性）
といった原則の遵守が必要。
日韓ＦＴＡにより影響を受けるセクターへの配慮が必要。
日韓ＦＴＡは東アジアにおける地域協力を促進し、東アジアの平和と繁栄に
も寄与し得る。

（２）提言
日韓両国政府は、合理的な期間内に包括的な日韓ＦＴＡを締結すべく、早期
に交渉を開始すること。
産業界、学界への協力を勧告し、産学官一体となって、一般国民の支持を広
く呼びかけること。

３．今後の見通し
報告書の内容を踏まえて今後両国政府間で検討を進め、準備が整い次第できる

だけ早期に交渉を開始することとなる。
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日韓ＦＴＡ共同研究会報告書の構成

背景

第１部：概観

第２部：日韓ＦＴＡの経済効果

第３部：日韓ＦＴＡのスコープ
Ａ：日韓ＦＴＡの基本原則
Ｂ：日韓ＦＴＡのスコープ

（１）自由化及び円滑化
・関税
・非関税措置（ＮＴＭｓ）
・原産地規則
・税関手続き
・ペーパーレス貿易
・貿易救済措置（セーフガード／ダンピング防止措置及び相殺関

税措置）
・貿易の技術的障害（ＴＢＴ）－相互承認
・衛生植物検疫（ＳＰＳ）措置
・サービス貿易
・投資
・人の移動
・知的財産権（ＩＰＲ）
・政府調達
・競争政策

（２）協力
・情報通信技術（ＩＣＴ）
・中小企業（ＳＭＥｓ）
・貿易と投資の促進
・科学技術
・運輸
・放送
・観光
・環境
・金融
・人材養成

（３）紛争解決

第４部：結論及び提言

第５部：別添文書



１．日韓ＦＴＡの意義 

（１） 日韓間の貿易投資の拡大による更なる経済緊密化に寄与 

（２） 隣りあう先進国として成熟した関係にある日韓パートナーシップの象徴 

（３） 東アジア地域の経済連携の強化への主導的取組 

 

２．日韓経済関係 

  【日本】    【韓国】 

人口   １億２，６８７万人  ４，７２７万人 

ＧＮＩ（国民総所得） 約４．３兆ドル    約０．４兆ドル 

１人当たりＧＮＩ 約３万４千ドル    約９千ドル 

平均関税率(2002年) 約２．７％    約９．２％（貿易加重平均実行税率） 

貿易  輸出（日→韓） 3.44兆円（2002年）（第３位の輸出相手国） 

  輸入（韓→日） 1.90兆円（2002年）（第３位の輸入相手国） 

 

３．有税品目率・主な有税品目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

韓国→日本 主要有税品目（２００２年）　　　　　　日本→韓国 主要有税品目 （２００２年） 

（鉱工業品）     （鉱工業品） 

  化学産業製品（含プラスチック・ゴム）    偏光材料製のシート・板 

  繊維製品       ギヤボックス 

  灯油・軽油・ガソリン        熱延鋼板 

  皮革製品       パラキシレン 

              リチウム電池 

              配電用盤等 

（農林水産品）     （農林水産品） 

  かつお・まぐろ類      たばこ 

  （生・蔵・凍）      配合調製飼料 

  アルコール飲料         真珠（天然・養殖） 

  調製野菜（ｷﾑﾁ等)              　  たい（生きているもの）

  たらの卵の調整品(気密以外）

韓国→日本（２００２年） 
総輸入額1.90兆円 

農林水産品 
8.9% 

石油製品等 
13.4% 
化学品等 

3.0% 

繊維等 
4.1% 

無税品目 
62.5% 

その他製品 
4.2% 

プラスチック 
及び 

ゴム製品 
3.9% 

無税品目 
28.3% 

その他製品 
6.4% 

機械及び 
電気機器 

22.9% 

金属等 
14.3% 

プラスチック 
及び 

ゴム類 
5.0% 

光学機器、 
写真用機器 

6.4% 車両、航空機、 

船舶 
 3.0% 

石油製品等 
2.1% 

化学品等 
11.6% 

＊韓国から日本への輸入について、有税、無税の区分は、2004年の関税率表を使用。

 2002年当時の分類に基づいた場合、有税：無税＝42．7%：57．3% 

日本→韓国 （２００２年） 
総輸出額3.44兆円 

（参考） 




